様式第2号(第4条関係)

事業等計画書

	事業等施行目的
	・介護人材資質向上事業
・介護支援専門員業務負担軽減支援事業（居宅訪問時の同行支援）
・居宅介護支援事業所等経営改善支援事業　
介護人材を確保し、介護現場における生産性を向上し、業務効率化や職場環境の改善を図るため。
	予算額(議決・承認された予算書(原本証明不要)に替えることも可)
	収入
	単位：円

	
	
	
	区分
	予算額
	説明

	
	
	
	市補助金
	80,000
	　研修受講に係る補助

	
	
	
	市補助金
	100,000
	

	
	
	
	借入金
	0
	

	事業等計画概要
	　別紙参照

	
	自己資金
	3,000
	　法人負担分

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　
	
	　

	
	
	
	　
	
	　

	
	
	
	計
	183,000
	　

	
	
	
	支出
	単位：円

	事業等施行の効果
	　事業所に勤務する介護職員の資格取得に必要な研修受講料を支援することにより、離職防止及び定着促進を図り、人材確保につなげることができる。また、単独訪問で対応困難な利用者宅へ訪問する際の介護支援専門員の安全確保につなげられる。
	
	
	

	
	
	
	区分
	予算額
	説明

	
	
	
	　研修受講助成費
	　80,000
	○○研修（〇名分）

	
	
	
	　同行訪問に要した人件費
	　 103,000
	別紙記載

	
	
	
	
	
	

	施行の場所
	　　
　　○○〇事業所
　　豊明市○○町○○番地１
	
	
	
	

	
	
	
	　
	　　　　　　　
	　

	
	
	
	　
	　　　　　　　     
	　

	
	
	
	　
	　
	　

	施行期間
	　　　自　　　令和　年　　　　月　　　　日

　　　至　　　令和　年　　　　月　　　　日
	
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　

	
	
	
	計
	　183,000
	　


実施する事業を全て記載し、事業全体の目的を具体的に記入してください。





収入計と支出計が一致するようにしてください。





この事業を施行することで事業所にどのような効果があるか、また、豊明市高齢者福祉行政にどう貢献できるかなどを記載してください。


記載例は介護人材資質向上事業と介護支援専門員業務負担軽減支援事業（居宅訪問時の同行支援）の例で記載しています。
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